
概要説明書

(単位：千円)

□ 直接実施

□ 委託業務 （委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （補助先： 実施主体： )

■ その他 （ ）

臨時モニタリング事務 －

寒川総合体育館管理運営業
務

寒川総合体育館指定管理に関すること。

年度協定締結の事務

施設維持管理協議事務

指定管理者より提出される日報、月報
の確認事務

体系コード

詳細内容
平成23年度
決算見込額

104,982

－

－ －

指定管理制度

事務

月例モニタリング事務

寒川総合体育館修繕事
務

寒川総合体育館施設修繕に関すること。

スポーツサウナ設備修繕執行伺い事

事務事業・事務経費名

主管課等

寒川総合体育館運営管理経費

都市計画課公園みどり担当

実施方法

平成24年度
予算額

99,000

4,955 2,005

－

－ －

－ －

－

スポーツサウナ設備修繕業者選定事
務

スポーツサウナ設備修繕費支出事務

－

スポーツサウナ設備修繕契約締結事
務
スポーツサウナ設備修繕
　　　　　　　　　　　　　１，９９５，００0円
スポーツサウナ設備修繕完成確認事
務

ロビー等タイル貼り替え修繕執行伺い
事務

－

スポーツサウナ設備修繕見積もり依頼
事務

－ －

－ －

－

－ －

－

建物災害共済分担金
　　　　　　　　　　　　　　　６８２，５３6円

－ －

683 683

主な事務の
内容とその額

2,960

－
スポーツサウナ設備修繕執行伺い事
務

－ －

－

－

－－

－

－

－

1,955

寒川総合体育館建物災
害共済事業

寒川総合体育館建物災害共済に関すること

建物災害共済分担金支出事務

ロビー等タイル貼り替え修繕
　　　　　　　　　　　　　２，９６０，０００円
ロビー等タイル貼り替え修繕完成確認
事務
ロビー等タイル貼り替え修繕費支出事
務

－

ロビー等タイル貼り替え修繕業者選定
事務
ロビー等タイル貼り替え修繕見積もり
依頼事務
ロビー等タイル貼り替え修繕契約締結
事務

－－

－

　　　　　　　　　　　　　　　６８２，５３6円 683 683



概要説明書
(a)

(b)

111,025

445

110,580

事業等の必要性
（事業規模の縮
小や休廃止した
際の影響等）

寒川総合体育館は、健康維持・増進及び豊かな人生を楽しむことが出来る社会の実現を目標に施設の適
切な、管理運営を行う為必要な経費である。
修繕費用については、建築から１５年を経過し、大規模な修繕の前に、施設の延命化をはかる為に必要な
経費である。
建物災害保険についても、施設に何かあった場合に、保険を適用し、修繕が可能になることから、必要な経
費である。

町における
類似事業

体育施設（町営プール）の指定管理

他の自治体でも、指定管理を導入しているが、公園内の体育施設のみを指定管理している事例がない為、
比較が難しい状況である。

平成23年度人件費相当額　(算出根拠については、事務事業評価シートを参照)

本事業・経費に係る費用の計
(a)+(b)

事業費・経費　計 101,688

特記事項
（事業の沿革等）

指定管理者が、平成２３年度で終了するのに伴い、平成２４年度から５年間の指定管理者を各社より、提出
された資料の及びプレゼンテーションを実施し検討委員会で評点をつけ、総合判断を行った結果、（株）三
幸・グランデリア共同体に選定し、12月議会で議決を受け４月より、新規の指定管理者に変更になった。

比較参考値
（他自治体の状
況・ベンチマーク

等）

24年度の状況
と今後の方針

4月より新たな指定管理者になり、指定管理料は4半期ごとに支出を予定しています。
寒川総合体育館施設修繕料は防火ダンパー（消防関係設備）の修繕（850,500円）及びスポーツサウナ室
内配管修繕（１，１５５，０００円）を実施した。
寒川総合体育館建物災害共済は、第３四半期で支出を予定しています。（682,536円）



委員 設問 回答

石田委員

指定管理者の業務について町はどのよ
うにモニタリングを行つているのか

月例モニタリングは 月報を指定管理者よ
り報告を受け 管理業務状況 使用許可状
況 コ1用料金収文状況の書類調査を行つ
ています。

指定管理者の業務契約内容を具体約
に教えてほしい。

寒川絡合体青館の管IEに関する茎4tlll定
書第7条及び仕様書6業務内容による。
(別紙基本協定書及び仕様書の写し参照)

利用者数 開催教三などの経年1と鞍を
示してほしい。 別紙比較表参照

FJコ若満足度調査は行つているか 行つている

コ1用者団体の代表者等による利用者
協議会のようなものはあるか。

利用者回体の代表者による協議会はあり
ませんが 指定管理者である(林)さむかわ
公共サービスが管理運営する公共施設の
違富(体首館 町営ブール)こついて這富

需霧 窒覇 歌 酎 !仏踊 野 予

生回委員

従来の管理運営費用と,し較して23年度
はいくら縮減されたましたか。

平成17年度 委託による体吉館彊百百預
経費160176088円

平成23年度 指定管理による体育館運営
管理経費i10 6ia 955用
続減費 49557‖33円

指定管理者が営搭計画を立実し実施
することになるが町はいかに検証 決
裁するのか手続きを教えてください。

講 戴 激 、曹 著 繁 意け島、
る為 指定管理者よけ 建物及び機器類の
状況を把握してもらい 営搭計画の変更計
画を舞定中です

5年間の業者炎質はできないのです
か 。

基本協定で期間が指定をきれ韓
者変更よ出来ませんが 基本協定常41条
により 指定の取り消しをすることも可能で
す。



寒川絡合体吉おの管理に関する基本協定書

寒"町 (以下 f甲Jと いう。)と 株式会社さむかわ公共サービス (以下 f乙J

という。)と は、次のとおり寒川総合体青脩 (以下 「本施投Jと いう。)の 管

理に係る基本携定 (以下 「本協定)と いう。)を 新宿する。

第 1章  総 員け

(趣旨)

第 1条  本 協定は、寒〕町公の施撰の指定管理者の指定の手続等に関する条例

1月 」丹:号:け 1旨台:そS皆甘督【二|」g言 す;!]とP汀 ぅ観 吊森課1宏 菖愛抗

)(?:嘉

告?::

i寒 "町 条例第 13号 )第 17条 第 2項 に規定する本施設の管理業務に関し

適(去棄を贅3貫冨醤皇済畠督汚曇董)
第 2条  乙 は 本 施設の設置目的 指 定管理者の指定の言義及び指定管理者が

行 う管理業務の実施に当たって求められる公共性を十分に理解 し そ の題旨

を尊重するものとする。
2 甲 は 管 理業務が利益の倉J出を基本 とする株式会社によって実施されるこ

とを十分に理解 し そ の題旨を尊重するものとする。

(信籍航実の原長U)

第 3条  甲 及び乙は お 互いに均力し情鶴を重んじ、本協定を設実にな行しな

ければならない。

(用語の定義)

第 4条  こ の協定において 次 の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当骸各

川町告示第 104号 により告示 された指定

て支払 う管理業務の実施 に対する対価のこ

とをい )。

●)仕 様客 第 7条 に規定する管理業務において満た されなければならない

条件 を甲が乙に対 し明示 した者煩をい う。

“)年 度携定書 本 鶴定に基づき、甲と乙が指定期間中に毎年締結する海定

書のことをい う。

●)不 可抗力 天 災 (地震 津 波 落 官 案 風雨 撲 水 具 常降雨 土 砂崩

壊等)人 災 (戦争、テ, 案 動等)そ の抱甲及びるの責めに帰すことの

できない専由 (施設利用者の増滋を強く。)と い う。
崎)制 度等の変更 法 令等 (法律、政令、条例その他の正規の手続を経て制

定 された行取機関の規程をい う。)の hl定改廃 税 制度の改IEのうち管理

業務の実施に影 alを与えるものをいう。
マ, 利 用料金 本 施設の利用の対価として利用者が乙に支tAい、乙の収入と

なる施投の利用料のことをいう。

(管理物件)

第 S条  本 業務の対案となる物■ (以下 「管理物件Jと い う。)は 、別表第 1

に掲げる管理施設及び別衰第 2に 掲げる管理物品とする。
乙は 善良なる管理者の注意をもつて管理物4を 管ヨしなければならない。



(協定の期間)

第 6条  本 務定の期間は、平成 21年 4月 1日 から平成 24年 3月 31日 まで

とする。ただ し、第 17条 、第 18姿 、第 19条 、第 26条 、第 49条  第
50条 及び第 51条 に基づき乙が負担する義務は、本路定の終了後も存続す
るものとする。

第 2章  業 務の概要

(管理業務の内容)

第 7条  本 協定の定めるとこうに従つて乙が管理を行 う業務は 次 の各号のと

お りとする。
ll, 本施設の維持管理に関する業務

0 本 施桜の使用の許可に関する業務

13)利 用料金徴収に係 ろ業務

14)そ の他町長が特に必要 と認める業務
2 前 項各身に掲げる業務の細 目及び乙が管理業務を実施す るに当たって満た

さなければならない条件は、仕様書に定める。
(甲が行 う米務の範囲)

第 8条  本 抗定の定めるところにより騨が行 う業務は 次 のとお りとし、甲が

自らの資在 と費用において実施するものとする。
こ)都 市公囲法 (昭和 31年 法律第 79号 )第 5条 及び第 6条 の規定に基づ

く計可

の 本 た投のほ繕業務 (14当 たり50万 円以上のものに限る。)
(管理業務の内容及び仕様書の蛮更)

第 9条  甲 ス■乙は、必要 と鷺める場合には 相 手方に対す る通知をもつて

第 7条 の規定により定めた管理業務の内容及び同条第 2項 に定めたと検害の

変更を求めることができる。
2 甲 及び乙は、前装の通知を受けた場合1ま、協議に応 じなければならない

く事業計画等)

第 10条  乙 は、第 7条 の管理業務を行 )に 当たっては、各年度において次に

掲げる計画を策定 しなければならない。
口 事 栄計画

0 人 員配健計画

0 収 支計画   _
2 る は、前項に規定する計画を甲が求める日までに甲に提出しなければなら

ない。この場合 において 甲 乙は海磯の上、当該計画に基づき年度協定書

を定めるものとす るも
3 甲 及び乙は、第 1項 各号のいずれかの計画を変更 しようとするときは 甲
乙協議の上、変更す るものとする。

第 3章  管 理業務の実施

(法令等の逆守)    ‐

第 11条  乙 は、本施設の管理業務を行 うに当た り、関係法令その他行政機関
が定める計画、指針、買綱、通知等を達守するとともに善良な管理者の注

意をもつて繊実かつ公正に履行しなければならない。



第 5章  指 定管理者の収入

(利用料金)

第 22条  本 lu設の利用者が納付するア」用料金は、この収入とする。

2 利 用料金は別表第 3に 掲げる額とする。ただし 本 施設の有効利用のため

に必要な場合において 別 衰第 3に掲げる額の範囲内において 甲 乙路残の

上で額を変更す るときは こ の限りでない。

(指定管理料の支払方法等)

第 23条  指 定管理tlの額は 別 に締若する年度協定書によるもの とする。
2 指 定管理F4の支由の方法及び履行確酪の方法は 年 度指定書において定め

るものとする。

(日との管理及び経理の区分)

第 24条  乙 は 指 定省聖料及びオJ用料金による収入について 乙 の他の日座
とは別の日座で管理するとともに 管 理業務に係 る経理とその他 の業務に係
る経昼を区分 して整望するものとする。

2 管 理業務に係 る合計年度は、毎年4月 1日 から翌年 3月 31日 までとする。
第 6章  ツ スク分担

(施機の修袴等)

第 25条  本 施被の政修 改 造 増 築スは移設 (以下 「改修等」という。)に
ついては、甲が自己の費用と責ににおいて実施するものとする。

2 乙 は 管 理業務の力峯的スは効果的な運営を目的として本施設の改皆等を
行お うとする場合には、甲に協議を申し出ることができる。当該鶴践におい

ては当該改修等の必要性、妥当性を検討するものとし 甲 がその必要tL 妥
当社奪を適当と認めた場合に、乙は当弦改接等を自己の費用とまとにおいて

実施することがで言るものとする。
3 本 施設の修搭にかなる費用については 次の業のと相に掲げる内容に応 じ

右相に掲げる者が負担するものとする。

修 繕 の 容内 負担する者

経年劣化によるもの (50万 円未満の修港費) 乙

経年劣化によるもの (乙の責めにlnさないほ繕で、上記以外
のもの)

甲

第二者 の行れにより生 じたもので 相 手方が特定できないも
の (50万 円未満の修繕費)

乙

第二者の行為 によ り生 したもので、相手方が特定できないも

の (上記以外のもの)
IF

(物品類の使用、帰月に関する事項)

第 26条  甲 は 乙 に対 し、別表第2に紀IFする管理物品を、財産 の交換、康
■、無tk貸し付け隼に関する条例 (昭和 39年 寒"町 条例第 6号 )第 4条 の

規定により無債で貸 し付けるものとする。



2 別 安第 2に 記 哉する物品の修繕又 は更新 (以下 「修緒隼J

か る費用 につ い ては、次 の表の左籾 に掲 げる内容 に応 じ

が負担す るもの とする。

と, うヽ。)に 力ゝ

右 欄に掲げる者

の 内等繕レ 1容 負把する者

経年劣化 に よ る もの (50万 円末満 の4_3袴費) 乙

経年劣イヒによるもの (乙の責めに,さ ない修搭で、上記以外

のもの)
甲

第二者 の行為 に よ り生 じた もので 相 手方が特定できない も

の (50万 円ネ満 のl_4信費)
乙

第二者 の行 為 に よ り生 じた もので 相 手方 が特定できなV も`

の (上記以外 の もの)
甲

3 管 理業務 の開始以後 乙 が行った官妥物 品の修捨等及び新たな物品の購入

に係 る管理物 規1の帰属につ いては、次 めま のとFlにr‐pげ る区分 どどに そ れ

に対はす る右抑 に掲げる有 の所有 とする。

E/r 分 ォ有者

別表第 21ご掲 げ る管雲物 品の修精 甲

別表第 2に 掲げる管理物品の更新 (甲の費用負担) 甲

別芸斉 ?に 掲げる管理物品の夏新 (乙の費用負担) 乙

新たな物 品の購 入 (甲の費用負担) 甲

新た な物 品 の購 入 (乙の費用負担) 乙

4 乙 は 別 衰第 2に 配誠す る管理物品の修結草 を行お うとす る場合には あ

らか じめそ の 旨 を甲に通知するもの とす る。 この場合 において、甲は 当

該通知 を受 け、別表第 2の 修正が必要 な ときは 別 表第 2を F_4正し、乙に

通知す るもの とす る。

5 乙 は 別 表第 2に 記載す る管理47J品住用 に当たつては、害 良な管理者の注

意義務 を負 うとともに 故 意又は過失 によ り管理物品とき損又は涼大したと

きは、 甲との協議 により、必要に応 じて 甲に対 しこれを弁偵又 は自己の費用

で当該物品と同等の機能及び価値を有する物品を調達しなければならない。
6 乙 は、■定封間が終了し 又 は指t~の取消しを受けた後は、別衰第2に記

裁されている管理物品を速やかに甲に返還し、又は甲が指定する者に引き松

ぐものとする。



4 第 1項 の通知に際して、甲は乙に管理業務の改善等の必要な措置をとるこ

とをIj告し、乙は、甲と協議の上改善方法及び期 日を記した改善計EH書を作

成し甲の承認を得て、速やかにその道成に努めなければならない。
5 甲 と乙は、第 1項の違約金静本権が達約罰の性質を有し 損 害贈校の額を

予定したものでないことを確認する。
6 第 1項 の競額決定は、中の乙に対する損害賠債の請求を妨げない。

(指定の取消 し等)

第 41条  前 条第 1項 の減額決定があつた場合で

れる第 36条 第 1項 の随時モニタリングの結果、

業務の改善年が行われなかったと甲が半J断したと

の手続を行 うものとする。

同条第 4項 の期 日に実施さ

指定の期 日までに乙の管理

きには、守は指定の取消し

2 前 項の規定にかかわらず、乙の管理業務の実施状況等が地方 自治法 (昭和

22年 法合第 67号 )第 244炎 の2第 11項 の規定による指定の取消し事

由に該当す ると甲が認めるときは、甲は指定の取t7Hし又は期間を定めて管理

業務の全部若 しくは一部の停止を命ずることができる。
3 甲 は、指定の取消しヌは効問を定めて管理業務の全部若 しくは一部の停止

を命 じようとする際には、寒川町行政手続条例 (平成 9年条例第 12号 )第

3ま に定める手続によるものとする。
4 乙 は 管理業務の継続が困難 となつた場合又はその恐れが生 じた場合には、

甲に対 して 速 やかに報告 しなければならない。こあ場合において、乙は、

指定の取消 しスは期間を定めて管理業務の全部若 しくは一部のや止を 甲

に対 して申し出ることができる。甲は、当骸申出に対 して賊実に対応する

ものとする。

(損害購憤)

第 42条  前 条第 1項 又は第 2頂 の規定により甲が指定の取消し又は期間を定

めて管理業務の全部若 しくは一部の停止を命じた場合、スは乙の黄めに帰す
べき害内により管理業務の全部又は一部が履行されす、甲に損害が生レた場

合tごは る は中に生 じた損害を賠償するものとし、乙に損害、損失又は増加

費用が生じても、甲はその購校の責めを負わないものとする。

(利用者満足度観査)

第 43条  乙 は 管 理業務のサービス水準向上を目的として、利用者の滴足度
の調査 (以下 「利用者満足度靭査Jと いう。)を 行 うものとする。

2 Tl用 者満足度調査の実施方法等については、年度協定書の締結の隣に甲と

乙とがあ議 し決定するも

3 乙 llI、利用者消足度調査により把握した利用者の要望、苦情等を実整に受

け上め 業 務改善等に活かすよう努めるものとする。

4 乙 は、会計年度終了後 30日 以内に、利用者満足度嗣査の結果 利 用者満

足度調査への乙の対応等を配した報告書 (以下 「利用者済足度調査報告書J

という。)を 甲に増出するものとする。
5 甲 は、管理業務のサービス水準向上を目的として、Tl用者満足度調査報告

書を基に仕様書又は事業計画等の改善について、乙に協議を申し出ることが

できる。
6 乙 は、前項の協践に説実に対応するものとするも



寒り叫総合体菅密指定管理者を様書

寒川裕合体吉おの指定管理者が行 う業務の内容及びその範囲事は、この仕様

書による。

趣 旨

本社横書は 寒 川結合体苦億の管理の内容及び履行方法について定めるこ

とを目的とする!

無川総合体育錆

案り日町官山 275

鉄筋コンクリー ト造 地上 4暗 地下 1階

2 施 般の概要

“)名 称

の 所 在地

0 施 般規模

開お

経造

建築面積

延床面積

地階

1店

2階

3陪

4階

屋階

所属練

0 施 般内容
地階

1階

2階

3階

4階

平成 10年 8月 1『

鉄筋 ヨンク ツー ト道

5 260 30

10,025 75

635 o6

5 007 81

1 953 57

1 417 68

921 41

27 72

62 50

地上 4階 地下 1階

ボ

nf

ボ

鷲

鷲

ll

l r

T l

ポ

船湯機械室 電 気室 熱 源機械室 合 庫

メインア リーナ サ ブア )― ナ 多 目的宣 ,ビ ー 事 務

室 応 芸室

トレーエングルーム 観 覧席

武道場 喫 茶室 会 践宮

弓道塚 ス ポーツサウナ

開館時間

年前9時 から年後9時まで (スポーツサクナは、年前 11時 から年後9時

まで、喫茶宣は冬"総 合体青館喫茶室管理許可条件による)。ただし、町長

が管理上又は公基上必要と認めるときは 変 寅することができる。



4 開 館 月

1月 2月 か ら12月 30日 まで。た だ し、次に掲げる日を除 くよ

ll)月 曜 日(国民の祝 日に関する法徳〈昭和 23年 法奪第 178号)に規定する休

日(以下 「休 日Jと い う。)に当たるときは除 く。)

(a 体 日の翌 日(1月 28、 日曜 日又は休 日に当たるときは際 く。)

5 指 定期間

平成 21年 4月 1日 本 ら平成 24年 3月 31日 まで (3年 間)

6 業 務内容

は)維 持管理 に関す る業務

ア 施 設運営に関す ること。

の  ト レーエ ングルーム選営業務に 関すること。

の  ス ボ■ツサ ウナ受付業務に関すること。

(,)段 脩保 守運転業務及び設備定"点 検業務に関す ることさ

く工)施 設及び周辺の円沼な管理に関す ること。

(オ)駐 車場F目扉 の開開に関すること。

イ 施 設 の備 品の保守管理業務に関す ること。

(7)施 設の備品の管理に関すること。

(イ)施 設の憶品の保守に関すること。

(,)使 用区分内で器具の経え付けか ら撤去後片付 けまです ること。

ウ 施 設 内において利用者に不快な思いをさせ ないよラ心が けること。
21 使 用の計可 に関す る業務

ア 利 用者盛祭事務 に関すること.

イ 施 設予約事務 に関す ること。

ウ 施 設利用のお速処理 に関すること。
工 施 設使用許可書の発行に関すること。

オ 利 用者の受け入 れに関すること。
r7)利 用者 の受 け入れ業務 と監誓す腎導に関す ること。

(イ)靖 内の一般放送 に関すること.

0 利 用料金徴収に係 る業務

ア 領 収害 の発行 に関す ること。

イ 施 設利用料の徴収に関すること。

ウ 免 除 申請に関す ること。

“)利 用者の安全管理 に関すること6

ア 利 用者の安全准保 に関すること。

イ 館 内の非常放送に関すること。

ウ 災 害害井告時における利用者の瞬導等安全に関すること。

|   工  利 用者の急病等発生時における応忠措置及び医療機関へ の移送に関す

|    る こと。
1



15)施 殴使用状況等め集計手番に関すること。

161 施般の計画的、力率的利用に関すること。

{71 晴盛窄宮″との検査の立合い及び路習会等への参加に関すること・

ア 購 監督官庁との検杢の立合に関すること。

イ 体 吉施段管理運営等の酵習会竿への多加に関すること。

7 業 務実施方法等

“)実 施方法

寒ル!町職員の指導、助言に基づいて、本仕様書記我の業務を決の方法で

かつ酸実に東姑すること。

ア 施 捜には、責任者ス●kその他社員並びに臨時従業員を管理 選 鷲する

上て、支障のない人数を配盛すること。

イ カ 任者は、施設の管理選営業務を蔵おすること。

, そ の他社員等は、黄仁者の命を受け、施設管理、運営、悠日、その他
の業務を行 うこと。

〔り 目 的外使用群可

滝捜を設置目的以外の目的に使用する必要が生じた場合は 寒 川町と臨

態の上、所定の手続を経なければ使用することがてきない。



利用比鏡表

年度
教豊数

(自主要葉〉
教室
参加者

団体
利用数

団体利用
人数

個人利用
人数

全体利用
人数

平成23年度 28件 3320人 51554 161J77人 52128人 213305人

平成22年度 23件 2i38人 53a5件 ,618万人 49364人 211189人

平成21年度 Ⅲ2件 ,14フ大 5043件 'ス 054人 52591人 226645人




